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（４）里親委託推進事業 

全県下的あるいはフォスタリング機関が整備されていない地域での普及啓発や里親リクルート

を進めるため、里親シンポジウムや里親説明会、里親出前講座を引き続き実施します。 

施設の里親支援専門相談員との連携により、里親委託児童の養育相談対応や定期的な家庭訪問等

を通じ、専門的かつきめ細やかな里親支援を行います。 

里親の養育技術の向上や精神的負担の軽減を図るため、フォスタリングチェンジプログラムをス

キルアップ研修の1つとして継続実施するとともに、里親同士が定期的に集い相互交流を深める里

親サロンを引き続き開催します。 

里親や施設の代表者、学識者等で構成する里親委託推進委員会を引き続き開催し、里親委託推進

方策について検討を行います。 

里親委託中の事故等に備えて里親が加入する「里親賠償責任保険」にかかる保険料を助成します。 

（５）家庭的養護体制推進事業 

   施設（里親支援専門相談員）の活動による施設入所児童の里親委託の促進や委託後の支援の充実

を図るための経費の一部を補助します。 

（６）児童養護施設等の職員人材確保事業 

   児童養護施設等に入所している児童については、虐待を受けた児童や障がいのある児童が増える

など、児童の抱える問題が複雑・多様化しており、その養護・養育を行う職員の専門性の向上とと

もに、職員の人材確保を積極的に推進する必要があることから、児童養護施設等における実習体制

等を充実させることにより、職員の人材確保を図ります。 

 

[実績等] 

 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 単位 

要保護児童における 

家庭的ケアの実施率 
52.4 63.5 73.9 80.3 90.0 ％ 

※要保護児童（乳児院、児童養護施設入所児童および里親等委託児童）のうち、家庭的ケア（施設での 

小規模グループケアまたは里親・ファミリーホーム委託）を受けている児童の割合。 

 

[財源負担割合] 国 1/2 県 1/2 または 県 10/10（一部子ども基金充当） 

児童養護施設等整備については、国 2/3 県 1/3 

 

[事業負担割合] 国 1/2 県 1/2 または 県 10/10 

児童養護施設等整備については、国 1/2 県 1/4 実施主体 1/4 

 

[事業開始年度] 平成 19年度 （平成 24年度において、家族再生・児童自立支援事業を組替） 
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 （２）特定不妊治療費助成金上乗せ事業 

   所得の少ない夫婦にとっては、特定不妊治療にかかる経済的負担が特に大きいことから、特定不妊

治療費助成金の上乗せ助成を行います。 

  【助成要件】 

  ・実施主体：市町 

  ・対象治療：体外受精、顕微授精 

  ・対 象 者：県内各市町に住所を有する法律上の夫婦 

  ・助 成 額：上限１０万円（県 1/2、市町 1/2） 

  ・助成回数 

    初めて受けた助成に係る治療期間の初日において、妻の年齢が 40歳未満のとき通算 6 回まで。

40 歳以上 43 歳未満のとき通算 3 回まで。治療期間の初日における妻の年齢が 43 歳以上の治療

は助成対象外。 

  ・所得制限：夫婦合算所得４００万円未満 

  ・医療機関：特定不妊治療費助成事業指定医療機関 

 

 （３）第２子以降の特定不妊治療に対する助成回数追加事業 

   国の制度改正に伴い、平成２６年度から助成上限回数が減少しました。このことの根拠は、妊娠の

確率が累積６回程度までは増加するが、その後はほとんど増加しないことによります。しかし、特定

不妊治療費助成を受けて１人目を出産した夫婦が、２人目の治療を受けようとする際に、助成上限回

数の減少により助成が受けられない恐れがあり、特に所得の少ない夫婦がこのことで２人目を断念す

るおそれがあります。このため、夫婦合算所得４００万円未満の夫婦に限り、２人目以降の特定不妊

治療に対して、通算８回まで助成することにより支援を行います。 

  【助成要件】 

  ・実施主体：市町 

・対象治療：体外受精、顕微授精 

  ・対 象 者：平成 26 年度以降に新規に特定不妊治療を開始し、１人以上の実子がいる夫婦のうち、

特定不妊治療費助成事業の助成が終了した夫婦 

  ・助 成 額：上限１５万円（一部７．５万円）（県 1/2、市町 1/2） 

  ・助成回数：特定不妊治療費助成を受けた回数と合算して通算８回まで 

  ・所得制限：夫婦合算所得４００万円未満 

  ・医療機関：特定不妊治療費助成事業指定医療機関 

 

 （４）不育症治療費等助成事業 

   不育症は、治療方針が一定ではなく難解な疾患であることから、検査や治療の多くが保険診療対象

外となっており、不育症に悩む夫婦は、経済的に大きな負担を強いられています。一部の市町では、

不育症にかかる検査や治療への助成を開始していることから、県が市町の助成事業を支援することに

よってこれらの助成事業の拡充を図り、不育症に悩む夫婦の経済的負担を軽減します。 

  【助成要件】 

  ・実施主体：市町 
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  ・対象治療：保険適用外の不育症治療費および検査費 

  ・対 象 者：県内各市町に住所を有する法律上の夫婦 

  ・助 成 額：市町への補助上限額５万円（県 1/2、市町 1/2） 

  ・助成回数：１年度あたり１回まで 

  ・所得制限：夫婦合算所得４００万円未満 

  ・医療機関：特定不妊治療費助成事業指定医療機関その他市町が認める医療機関 

 

 （５）一般不妊治療費助成事業 

   人工授精は保険診療対象外となっており、助成を受けられる自治体も少ないことから、不妊に悩む

夫婦は、経済的な負担を強いられています。一部の市町では、人工授精にかかる費用への助成を行っ

ていることから、県が市町の助成事業を支援することによってこれらの助成事業の拡充を図り、不妊

に悩む夫婦の経済的負担を軽減します。 

  【助成要件】 

  ・実施主体：市町 

・対象治療：人工授精（保険適用外） 

・対 象 者：県内各市町に住所を有する法律上の夫婦 

・助 成 額：市町への補助上限額１万円（県 1/2、市町 1/2） 

・助成回数：１年度あたり１回まで、通算５年まで 

・所得制限：夫婦合算所得４００万円未満 

・医療機関：特定不妊治療費助成事業指定医療機関その他市町が認める医療機関 

 

（６）がん患者の妊孕性温存治療費助成事業 

生殖機能が低下する又は失う恐れのあるがん治療を受けるにあたって、がん治療開始前に妊孕性温

存治療を受けた小児、思春期・若年がん患者に対して、費用の一部を助成します。 

・実施主体：県 

・対象治療：精子、卵子、卵巣組織等の採取、凍結保存等にかかる保険適用外経費 

・対 象 者：県内に住所を有する 40歳未満の者 

・助 成 額：上限額 男性 3万円、女性 25万円 

・助成回数：一人 1回まで 

 

（７）不妊専門相談事業 

  ・不妊専門相談センターにおいて、不妊や不育症に関する悩み等に関する電話相談、面接相談を行い

ます。 

    第１・２・４火曜日１０：００～１６：００  第３火曜日 １０：００～２０：００ 

    ※第 5火曜日・祝日・年末年始除く 

  ・不妊や不育症に関する正しい知識を普及啓発することにより、不妊や不育症に悩む夫婦やその周囲

の理解を促進し、治療を受けやすい環境づくりを行っていくことを目的として、有識者による講演

会等を開催します。 

    不妊に関する講演会 １回 
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（８）【新規】不妊治療と仕事との両立支援    1,010千円（うち県費 1,010千円） 

  ・働きながら不妊治療を受けている方が増加しているなか、不妊治療と仕事との両立に向けた支援が

必要と考え、実態を把握するため令和元年度に当事者へのアンケート調査を実施し、913件の回答

を得ました。 

・アンケート結果から現在就労している人のうち「仕事と治療の両立を難しいと感じている（65.7％）」、

治療に専念するため仕事をやめた人のうち「仕事と治療の両立は難しいと感じた（87.9%）」となっ

ており、全体の 69.4％が両立を難しいと感じています。（感じていました。） 

   また、「職場では、不妊治療をサポートする制度はありますか」の問いに対して、「ない（64.1％）」

「わからない（15.7％）」でした。 

さらに、「職場においてどのようなサポート制度が必要だと思いますか（複数回答可）」の問いに対

して、「柔軟な勤務体系（77.8％）」「休暇制度（63.0％）」「助成金制度（52.6％）」の回答でした。 

   さらに自由記載にも約 40％の方が回答をしており、上司・同僚の理解を求める内容が 21.3％あり

ました。 

  ・この結果を踏まえ、仕事と不妊治療の両立にむけて以下のような取組を進めていきます。 

（企業への啓発・制度設計への支援） 

企業に制度を導入してもらうためには、まず不妊治療そのものへの正しい理解が不可欠であるた

め、不妊治療への理解を広める（深める）とともに、企業側・労働者側の先進事例の紹介や企業か

らの声を収集し、各企業が参加しやすい形での地区別・業種別企業向けセミナー・相談会を開催し

ます。相談会では、社会保険労務士がフレックスタイム制度や休暇制度など不妊治療を受けやすい

制度の整備や企業内支援制度導入に向けての支援を行うとともに、労務担当者等に対して不妊治療

についての知識を深めてもらうため、不妊専門相談支援員による治療についての専門相談も行いま

す。 

    さらに相談会において企業内支援制度導入に意欲的な企業に対しては、社会保険労務士等のアド

バイザーを派遣し、両立支援のための制度導入に対して必要な就業規則改定の検討等の制度設計に

向けた支援を行います。また、それらの企業については、セミナー等の機会を通じて、好事例とし

て事例集にまとめ、積極的に紹介するとともにホームページなどにより広く周知していきます。 

（相談しやすい環境の整備） 

「不妊治療について相談できるところはありますか」の問いに対して、「ない（25.1％）」「どこ

にすればいいかわからない（20.1％）」であり、自由記入欄においても、精神面のサポートも必要

という意見もあったため当事者交流会を開催し、相談できる場を提供するとともに、不妊症サポー

ターを養成し、自助グループによるピアサポートへ発展させられるよう支援します。 

     

    企業向けセミナー＆相談会   年３回 

    不妊症サポーター養成講座   年 1クール 
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不妊治療と仕事の両立支援に向けた取組イメージ 

 

 

[実績等] 

 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 単位 

相談件数 225 248 232 165 114 件 

助成件数 2,736 2,708 2,149 2,382 2,342 件 

[財源負担割合] 国 1/2 県 1/2 （１）（７） 

        県 10/10 （２）（３）（４）（５）（６）（８） 
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 また、令和元年１０月から始まった幼児教育・保育の無償化措置により、保育ニーズは今後益々

増えることが想定されることから、保育士確保の取組はさらに重要になってきており、新たに保育

士を雇用する取組と同時に、現在就労している保育士の離職防止を図ることが必要です。 

 そこで、保育士の離職防止を図り、定着につなげていくために、令和元年度は「イクボス」推進

のノウハウを活用して、保育所に特化したイクボス普及を「ホイクボス」として推進し、所長や保

育士が対話を通じて職場環境の現状と課題を共有し、職場内のコミュニケーションを強化するなど、

「働きやすく、風通しのよい職場環境づくり」に取り組みました。 

 その中で、保育に対する安全安心への関心の高まりとともに、保育士が行う「子ども達への保育

業務」以外の業務量は増加し、保育士は早朝から夕方・夜にかけて子どもの保育を行いながら、膨

大な事務作業が求められるなど厳しい就労環境にさらされており、保育所の労働環境整備を進めて

いくためには、保育現場の事務作業の軽減、効率化に取り組む必要性が明らかになりました。 

 そこで、保育現場の事務作業を、より効果的、効率的に進めるやり方を定着させるため、働き方

改革コーディネーターを取組に協力してくれる保育所に派遣して、保育士と一緒に効率化できる事

務作業を洗い出し、洗い出した事務作業の場面ごとに、外部の有識者や専門家のアドバイスを受け

て、ＩＣＴ等を活用しながら事務作業の改善策や効率化の方策を検討します。検討した方策は取組

に協力してくれる保育所でモデル的に実践し、そのプロセスや効果を県内保育施設で共有できるよ

うに整理して、全ての保育現場で「保育士の事務作業のプロセス改善」に向けた動きが自発的に進

んでいくように支援します。 

 

（８）【新規】保育所表彰事業  

県内の保育所で工夫をしながら働き方の改善等を進めている取組を募集し、その取組を紹介すると

ともに、その工夫等に対して表彰を行います。 

 

[事業負担割合] （１）国 1/2 県 1/2（子ども基金充当） （２）国 1/2、県 1/4、市町 1/4 

                （３）国 1/3、県 1/3、市町 1/3    （４）国 1/2、県 1/4、市町 1/4 

        （５）県 1/2（子ども基金充当） 市町 1/2 （６）国 1/2、県 1/2 

        （７）県 10/10  （８）県 10/10 

[実施主体]   （１）（６）（７）（８）県   （２）（３）（４）（５）市町 

[事業開始年度] （１）平成 25年度 （２）平成 29年度 （３）平成 25年度 （４）平成 31年度 

 （５）昭和 58年度 （６）平成 31年度 （７）（８）令和 2年度 

保育士不足が問題になっていますが多くの場合、採用条件として 8：00～17：00、早朝、延長 

保育対応可、土曜出勤可など、結婚、出産後の家庭と両立しなければならない女性にはあきら 

めざるを得ないことが多いと思います。短時間勤務を増やせば働ける人は増えると思うのです 

が、現場はイヤがりますよね。担当制など複雑になりますから。保育士を増やすなら働き方か 

ら提案していってほしいなと思います。 

 
表面上ではわからない、人間関係の悪い現場が多く、自分に自信をなくし病んで退職しました。

子どもと関わることは好きなので、また機会があれば復帰したいとも考えますが、人間関係が

改善されない限り、賃金等がよくなったところで、よろこんで戻りたいとはなかなか思えませ

ん。 
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（２）ＳＮＳ・ＡＩ技術を活用したマッピング情報収集 

  ・水防団や河川巡視者からＬＩＮＥを通じて提供された被害情報を、ＡＩ技術を活用して地図上にマ

ッピングするシステムを開発し、県や市町の災害対策本部でリアルタイムに現場情報を確認します。 

  ・県や市の災害対策本部で、得られた現場情報を活用して、切迫感のある避難の呼びかけや、警察や

消防への連絡等、災害対応を実施し、被害の最小化につなげます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                              

                             

 

 

 

 

 

 

《実証訓練の結果（アンケートより）》 
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④ 大学教員や県の防災技術専門員、指導員等の地域での活動をサポートし、実際の現場で学ぶことに

より実践力を養う。 

 

２ 地域・企業支援事業 

（１）相談窓口の運営 

地域や企業の防災関係の取組支援を行うため、相談窓口を運営し、電話や直接の来訪等への対応を行う。 

 

（２）みえ企業等防災ネットワークの運営 

みえ企業等防災ネットワークの会員が、防災に関する知識の習得や会員相互の交流・相互理解・協力が

円滑に進むよう事務局としてネットワークの運営を支援する。また、地域別企業防災研修の企画・実施を

行う。 

 

（３）DONET研究会の運営 

サミット対策として導入した「DONET」を活用した津波予測・伝達システムを県域の津波防災対策に役

立てるため、県、大学、防災科学技術研究所が参画する研究会の運営を行う。 

 

（４）地域防災研究会の運営 

市町、県地域防災総合事務所・地域活性化局等の防災担当職員の意見交換、情報共有の場として、地域

防災研究会を運営する。 

 

（５）都市計画担当者の復興研修 

市町の都市計画関係職員向けに、復興に関する研修を行う。 

 

（６）地域防災課題解決プロジェクト 

 「共助」の取組が進まず、大きな課題となっていることから、県、市町職員と連携し、作成した「手引

書」について、「共助」の取組の活性化を図る。 

 

（７）「Ｍｙまっぷラン＋(プラス)」による避難計画策定支援事業 10,000千円(10,000千円) 

 地域の防災人材や市町職員と連携し、津波からの避難計画を作成する「Ｍｙまっぷラン」のバージョン

アップを図り、対象とする災害に土砂災害や風水害を加えるとともに、新たに webサイトを設け、デジタ

ルマップや避難に関する「Ｍｙタイムライン」の設定を支援するソフト、県内外の避難に関する先進事例

などの情報等を掲載し、災害時における個人または地域の避難計画の作成を支援する仕組みを構築します。 

 また、率先避難に向けた指針（避難クレドカード）を策定し、県民の避難意識の醸成に取り組みます。  

 

３ 情報収集・啓発事業  

（１）みえ防災・減災アーカイブの運用、拡充 

三重県内における防災・減災に関するさまざまな情報を、防災学習や防災対策、防災研究を目的として、

住民や自治体、公的機関等が保有する情報を収集し、適切な権利処理を行い、広く一般に公開する。 

 



8 
 

 ① 利活用の促進 

   利活用の促進に軸足を置き、地域で市町や教育機関、児童館などと連携を図り、活用事例を作成し、

使いやすい環境づくりを行い、利活用促進に向けた取組をしていく。 

 ② 情報収集 

    県防災対策部が作成している地域の取組事例（みえの防災大賞、奨励賞受賞団体）や県教育委員会

が作成している学校防災取組事例などを収集していく。 

 

（２）シンポジウム等のイベントの開催 

みえ風水害対策の日（9月 26日）、みえ地震対策の日（12月 7 日）、などに合わせて、県民に防災につ

いて身近に感じてもらうためのシンポジウム等を企画・実施する。 

 

（３）防災啓発資料の作成 

 住民の防災意識の向上を図るための啓発資料を作成し、人材育成・活用事業や啓発事業において活用す

る。 

 

４ 調査・研究事業  

災害に関する三重県内の地域課題の解決に資する調査研究 

「南海トラフ地震に関する調査研究」、「風水害に関する調査研究」、「家庭における耐震対策を促進する

ための調査研究」などをテーマとして、大学教員と行政職員が一体となり研究を実施する。 

 
















